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1．問題設定
　本稿の狙いは，普通名詞である「宅配便」以上によく知られているヤマト
運輸の「宅急便」をケースとして取り上げ，新製品・新事業創造のプロセス
と企業者職能との論理的関連を考察する為の基礎資料を作成することにある。
論述はおおよそ次の順序で行なわれる。まず宅配便に関するひとつのテスト
結果を紹介し，宅急便の卓越性を明らかにし，次に宅急便誕生の必要性と可
能性とを論じ，宅急便の成長の軌跡を数字によって跡付ける。更に企業者職
能の概念的説明がなされ，企業者職能の発揮の具体例として宅急便事業の創
造プロセスが論じられる。最後にヤマト運輸の将来の事業展開の方向性に触
れることとする。
2．宅配サービスに関するひとつのテスト結果
　雑誌『暮しの手帖』は徹底した商品の実証的テストを長年に渡って実施し
記事にしてきている。同書1983年23号に「宅配便をテストする」という記事
が掲載された（〔14〕）。テストの対象となったのは，官営宅配便である①郵
便小包，②鉄道小荷物と民営宅配便である③ペリカン便（日本通運），④フッ
トワーク（全日本流通〉，⑤宅急便クロネコ（ヤマト運輸），⑥カンガルー宅配
便（西濃運輸）の6種の宅配便であった。テスト項目は，①発送の簡易さ（荷
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造りの仕方），②運賃体系の分り易さ，③定価の順守度合，④配送可能な物
品，⑤配送日数，⑥年末多忙期における配送日の遅れ具合，⑦こわれ物配送
の際の取り扱い方と損傷度合，⑧荷物の遣失・損傷の場合の補償の有無の
8項目であった。
　同誌はテスト結果を総括して次のような結論を出した。
①郵便小包と鉄道小荷物という官営宅配便はほとんどあらゆるテスト項目
　で民営宅配便より劣ったサービスである。
②全項目を通してむらなく好成績であったのはヤマトの宅急便である9主1）
　宅急便の誕生後7年目に行なわれた上述のテスト結果は，ヤマト運輸の
　「宅急便」が消費者に提供している「サービスの束」が，他の宅配便の提
　供しているサービスの束と比較した場合その概念設計と概念の具体化のプ
　ロセスにおいて差別的優位性を有しているという事実を明確に示している。（注2）
　何故に宅配便の中で宅急便が卓越したサービスを提供できたのかは「5－2
　新製品・新事業創造のプロセス」において取り上げることとする。
3．宅急便誕生の必要性と可能性
3－1宅急便誕生の必要性
　ヤマト運輸は，大正8年小倉正臣により創業され引越荷・婚礼荷の配送と
三越百貨店の商品配送からスタートした。昭和8年我が国初の本格的定期ト
ラック便を東京一横浜間に運行した。昭和30年ごろまでは，関東地域一円の
小口貨物を扱う「大和便」という名の路線トラックで日本一のトラック運送
企業であった。
　しかし昭和40年代の高度経済成長期に始まったトラックの長距離大量輸送
時代という市場環境の変化に対して，創業社長の「トラックは近距離輸送を
担当すべきである」という経営哲学に拘束され，長距離大量輸送市場への参
入に遅れ，2代目社長小倉昌男の言葉によれば「Cクラスの会社」へと転落
・してしまった（〔8〕20頁，〔20〕）。　それに加えて昭和48年のオイルショック
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の結果，燃料費が高騰し，輸送需要の減退に伴ない大口路線貨物が急減した。
さらに小口化する商業貨物のシェアを中小事業者に食いあらされ始めた（〔1
5〕152頁，〔16〕61頁）。一方，昭和40年代後半から，東京都内で50％のシェ
アを占めていたデパート配送部門も人件費が上昇し採算が悪化し，最大荷主
の三越ともトラブルが続発した（〔15〕151頁，〔20〕）。ヤマト運輸は，路線
トラックとデパート配送という2つの事業部門で苦闘していた。
　ヤマト運輸のとりうる戦略には次の3つがあった。①路線トラックとデパ
ート配送という既存事業の強化・拡充，②全く新しい事業の創造，③両者を
同時に追求する，3つの戦略optionが存在していた。1971年4月に2代目社
長（現会長）に就任した小倉昌男は，①商業貨物を対象とした路線トラック
からの全面撤退と，②デパート配送部門の縮小，③非商業小口貨物を対象と
した宅急便ビジネスの創造を内容とする「リストラクチャリング（事業構造
の意識的組み替え）」を決断し，1976年宅配便市場に参入した。（〔8〕31頁，
〔9〕23頁，〔10〕49－50頁，〔20〕）9主3）
3－2　宅急便誕生の可能性
　郵便と鉄道という全国規模の物流ネットワークを有する先発企業の存在す
る宅配便市場へ一民間企業の参入が可能であると，いかなる根拠でヤマト運
輸は考えたのだろうか。
　　　　　　図1　「宅配便」のシステムとコスト構成
　　　嬰一＿一噌〕“ミナ’一箋　　　　　　　集荷　　　　　　　　幹纏輪送　　　　　配送
　　　コスト携成　　25・｝…め　　　　　15　　　10～15　　！5　　　20＾’25
　　　栓体を100　　　　とする》　　　　　　（注）コスト構成は、平均的なケースについての推定値。
　　　　　　　　システム図は全工程を一社で管理する場合のもの。
（出所：〔21〕）
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　図1のコスト構成からも集荷と配送に多くのコストを要する宅配便は，　「
池や湖からごそっと水を運んでくるのではなく，あちこちに井戸を掘りそれ
ぞれからバケツで水をくみだしてきた」（〔12〕50頁）と形容されるように一
軒一軒集荷・配送するが「手間がかかり割に合わない」　（〔8〕31頁）と考え
られており，民問企業は参入しなかった。
　ヤマト運輸では，社長のアイデアを基に，プロジェクトチームを設け事業
可能性を検討した。郵便小包，鉄道小荷物の量的推移をマクロ的に把握・分
析し，同時に東京都中野区の住宅地をモデルに選んでミクロ的なマーケット
調査を行なった（〔8〕31頁）。　その結果次の理由により参入は可能だと考え
たと解せられる。
①各家庭は年2～3個荷物を送り，それ以上の個数をデパートに配送依頼
　しているので採算のとりうる市場が既に存在していること（〔20〕）。
②既存の官営宅配便は，真のサービスからはほど遠い状況にあり，真のサ
　ービスを提供できれば，必ず新しいマーケットを創造することが可能だと
　考えた（〔10〕49頁，〔20〕）。
③アメリカのユナイテッド・パーセル・サービス社の「全米宅配システム」
　の飛躍的急成長が手本となったこと（〔8〕31頁）。
④宅配便には商業貨物に比べて次のメリットがあった。（a）景気に左右され
　にくい安定したマーケットである。（b）季節変動の激しい百貨店配送との組
　み合せ効果が期待できる。（c）荷主の圧力を受けずに公定料金が回収できる
　（〔8〕30頁）。（d）輸送1トン当りの収入が商業貨物よりはるかに大きい（〔
　21〕）。
4．宅急便成長の軌跡
　1976年の宅急便サービスの開始とともに，ヤマト運輸の宅急便は常に宅配
便市場をリードしてきた。宅急便の歴史はそのまま日本の民問宅配便の歴史
でもあった。宅配便マーケットの推移と企業問シェアとヤマト運輸の業績推
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移は下図の通りである。
図2　宅配便取扱個数の推移
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　　　　　　図4　ヤマト運輸の業績推移
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5．企業者職能と新製品・新事業の創造
5－1企業者職能
　企業の最高管理職能（topmanagementfunction）を担う経営者が果たすべ
く期待されている経営者職能は，相異なる二つの職能から成り立っている。
　ひとつは「革新（imovation）」，「経済生活の領域で『ちがったやり方で事
を運ぶこと』（any“doingthingsdifferentlジintherealmofeconomiclife）」
をその中核的内容とする「企業者職能（entrepreneurial　function）」であり
（〔2〕168－169），他のひとつは，確立された事業領域内部での「日常的業
務の効率的管理」（〔4〕397頁）をその内容とする「管理者職能（administra－
tive　function）」である（〔5〕3頁，〔6〕27頁）。
　企業者職能に関する多数の研究の中で代表的なものはシュンペーターのそ
れ〔1〕であり，シュンペーターの企業者職能については藻利重隆教授の秀
れた研究〔2〕〔3〕を始め多数のものが既に存在している。
　シュンペーターによれば，企業者職能は「新結合の遂行（Durchsetzung
neuerKombinationen，Thecarryingoutofnewcombinations）」と定義さ
れ，次の5つの内容を含んでいた。
①新製品の開発（the　introduction　of　a　new　good）
②新しい生産方法の導入（the　introduction　of　a　new　method　of　production）
③新しい販路の開拓（the　openingQf　a　new　market）
④原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得
　（the　conquest　of　a　new　source　of　supply　of　raw　materials，or　half－
　manufacture（1goods）
⑤新しい産業組織の実現（the　carrying　out　of　the　new　organization　of　any
　industry〉（〔1〕P．66〉
　以上の五つの企業者職能の内容と宅急便との関連を見ると，宅急便という
新製品の関発であり，民間宅配便市場の創造により新しい販路を関拓し，新
しい産業組織を出現させたプロセスであった。宅急便サービス生産の為の物
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流ネットワークと情報ネットワークの形成は，新しい生産方法の導入を意味
していると言えるだろう。
　資本主義的企業の社会的存在理由は何よりもまず，そのリスクを負担し自
主的になされる商品生産職能にこそ求められる。かかる意味において企業活
動の中核が商品生産に求められる。清水龍螢教授が，企業の経営戦略の中心
は製品戦略であり，その内容は，①安定製品のコストダウンと②新製品・新
事業の開発であると述べる場合，①は管理者職能の内容であり，②が企業者
職能であると解せられる（〔5〕，〔6〕111－140頁，〔7〕9－13頁）。企業者
職能の中核は，新製品・新事業の創造活動なのである。
5－2新製品・新事業の創造プロセス
　企業者職能の中核をなす新製品・新事業の創造活動は次の二つのプロセス
から成立する。
①新製品・新事業のコンセプトの設計プロセス
②コンセプト具体化の為のマネジメントシステムの形成プロセス
　次にその内容を見ていくこととする。
5－2－1新製品・新事業のコンセプトの設計プロセス
　宅配便サービスは
①家庭の小口貨物の場所的移動サービスという本質的サービスと
②それに付随する補助的サービス
の複合体である。宅配便サービスのコンセプト設計とは，①②の2種のサー
ビスに関して官営宅配便に対して差別的優位性を有する「サービスの束」の
内容とその達成水準とを概念設計することを意味している。
　宅急便のサービスの束の具体的内容と水準とは，①の本質的サービスに関
しては，（a）全国翌日配達という迅速・確実な場所的移動サービスを，（b）官営
宅配便よりも安価で分り易いエリア別均一料金制，で提供することを意味し
ており，②の補助的サービスに関しては（c）電話による集荷，多数の取扱店の
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存在に見られる発送の簡易さ，（d）荷造りの簡易さ，（e）誤配・遅配を極小化す
る，（f）荷物の損失と破損の場合の補償，および（9）集荷時点と配送時点におけ
る運転手のマナーのよさという人的サービスの優秀さ，等を意味していた（
〔8〕31頁，〔9〕23頁〔20〕，〔22〕）。
　以上の宅急便のコンセプト設計を貫く共通の価値観即ち経営理念は「顧客
サービス第一主義」であった。そのような理念は，ほとんどの企業において
提唱されているが，建て前に終始していることが多い。宅急便の場合には，
提供しようとするサービスの個々の内容を愚直なまでに実現しようと努力し
た点にこそ，そのサービスの卓越性の根源がある。建て前ではない実体とし
ての「顧客サービス第一主義」は，宅急便開始時の先行投資の重み，赤字の
続出する中で，「サービスが先，利益は後」というスローガンが社内で繰り
返され，各営業所の赤字には一切文句を言わず，スタート時点から高水準の
サービスが追求された点に象徴的に表れていた（〔9〕25頁，〔19〕103頁，〔2
0〕）。
5－2－2　コンセプト具体化の為のマネジメントシステムの形成プロセス
　新製品・新事業コンセプトを具体化し，官営宅配便および後発の宅配便に
対して差別的優位性を保つ為の経営資源は，
①物流ネットワークという物的資源
②情報ネットワークという情報的資源
③ドライバーにセールス技能と事務処理技能を持たせる為の教育・訓練によ
　り能力を高められた人的資源
の三種であった。（注4）
　まず物流ネットワークについて述べることとする。宅急便は1個1個の荷
物を電話1本で注文を受け日本全国どこへでも翌日配達を行なうビジネスで
あった。従って利用客の身近に営業所や取扱店を設け多数の車輌と人員を確
保する必要があった。物流ネットワークを構成するのは，88年現在（a）1，369の
営業所，（b）22万4，593の取扱店，（c）1万7610台の車輌，（d）約1万7，000人のセ
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一ルスドライバー，の四種であった（〔9〕26頁）。特筆すべき点は，電話1
本での集荷というサービスの提供を可能にしたものが，1979年に導入された
「取扱店」組織の形成であった。それは，地域と密着し家庭となじみが深く，
配達用車輌を有している，酒屋・米屋・牛乳店等の外部の資源をネットワー
クとして組織化したものであった（〔8〕32頁）。
特筆すべき第2点は，宅急便のコンピューターによる仕訳けである。仕訳
け時間の短縮化こそが，翌日配達のキーポイントである（〔8〕32頁）。
　次に人的資源の育成について述べることとする。従来の長距離大量輸送の
二地点問の配送に従事していたドライバーを，一軒一軒集荷し配送し御用聞
きも行なうセールスドライバー（SD）へと育成し直すには，ドライバーの
意識改革と行動様式の変容とが必要であった。「全員経営」，「寿司屋型の経
営」というスローガン（〔8〕34頁）に示されるように配送作業，セールス作
業，コンピュータによる事務処理等のできる多能工型のS、Dの育成が目指さ
れた。
　S　Dは原則としてドライバー経験者は採用されず，研修後独自の試験に合
格した者を，1ヶ月間助手として配送車に乗せ経験を積ませ，礼儀作法も厳
しく教育されている（〔12〕51頁）。以上のようにして，集荷時点と配達時点
における人的サービスの差別的優位性が形成されている。（注5）（注6）
　最後に情報ネットワークについて述べることとする。経済同友会の企業白
書（平成元年度版）　『情報ネットワーク時代の企業経営』には，その具体例
としてヤマト運輸の情報ネットワークが取り上げられている。このことが示
すようにヤマトは大変秀れた情報ネットワークを構築している。
　情報ネットワークの構成要素は次の通りである（〔20〕27頁）。
①ホストコンピュータ
②主要ターミナルの汎用中型コンピュータ
③営業所の1784台のワークステーション
④ドライバーの持つ2万1249台のポータブルPOS
⑤車輌に搭載されたMCA無線の受発信機とプリンター
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⑥全国統一専用無線の88の基地局と520台の移動局
　情報ネットワークは次の3つのシステムから成立している
①第三次NEKOシステム（＝荷物の追跡管理システム）
　　ドライバーが荷受時点と配達時点に荷物1個毎の情報をポータブルPOS
　に入力し，それをコンピューターに入力することにより，宅急便1個毎の
　追跡管理が可能となる。誤送が回避され，客からの問い合せに瞬時に答え
　ることが可能となる（〔9〕27－28頁）。
②MCA無線による集荷指令システム
　MCA（マルチ・チャンネル・アクセス）無線により，顧客からの集荷依
　頼を各営業所から集配車輌ヘリアルタイムでプリンターへ打ち出すことが
　可能となる。その結果指令ミスが解消され，迅速な集荷が行なわれる（〔
　9〕27頁）。
③専用無線による運行情報管理システム
　全国翌日配送を実現する為に主要幹線道路を夜間に大型配送車が運行して
いるが，車輌と基地局・移動局の問の無線通信により運行状況をリアルタイ
ムで把握し，遅延や事故の場合に迅速な対応が可能となる（〔9〕27頁）。
6．新たなリストラクチャリング
　1976年が，大口商業貨物から小口非商業貨物の宅配へ，という組織のドメ
インの転換に伴なう第一次のリストラクチャリングの開始期だとすれば，最
近のヤマト運輸は第二次リストラクチャリングの過程にあると言ってよい。
第二次リストラクチャリングの内容は，
①本業部門の宅急便の活性化
②新規事業部門の育成
との二つである。
　本業部門の活性化とは，取り扱い地域の拡大と高付加価値サービスの提供
である。宅急便のカヴァー率は，89年7月現在人口で99．8％，面積で98．9％
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である（〔19〕105頁）がそれらを100％にすることである。高付加価値サービ
スの提供としては，83年のスキー宅急便，その後のゴルフ宅急便，88年のク
ール宅急便をあげることができる（〔9〕24頁，〔20〕，〔22〕）。
　新規事業部門の内容は，宅急便の為の物流ネットワークと，それを支援す
る情報システムという経営資源を多重活用して展開される総合物流・情報サ
ービスヘの進出である。
　1988年6月の株主総会で，定款の一部を変更し新たな事業目的として
①物品の売買および輸出入業
②情報の提供サービス業
③音楽・映画など各種催し物の入場券の取り次ぎ
を加え（〔13〕10頁），総合物流・情報サービスヘの進出の意欲を明らかにし
た。
　定款の変更に先がけて，国内業務に関して以下の四事業をすでに展開して
いるQ
①「ヤマトコレクトサービス」による無店舗販売業者の代含回収業務の展開
　は1986年に始められた（〔9〕27頁，〔12〕52頁，〔22〕）。
②1986年に開始された子会社「ブックサービス」による書籍の配送サービス
　（〔20〕，〔22〕〉。
③1987年に子会社「ヤマト　システム開発」の開発した無店舗販売支援シス
　テム「」OINTS」（〔9〕29頁，〔12〕54頁〉。
④1985年に開始した引越代行サービス「引越らくらくパック」の販売（〔9〕
　28頁）。
　第二次リストラクチャリングの実行の結果，ヤマト運輸から「運輸」の二
文字が消える日も，そう遠いことではないかもしれない。
（1990年11，月10日）
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〔注〕
（注1）
（注2）
（注3）
（注4）
（注5）
（注6）
　官営宅配便が民営宅配便に著しく劣っていることは次のレポートでも指摘さ
れている。
「官を食う民」，『日経ビジネス』，1983年3月7日号，56－61頁。
　「サービスの束」という概念は，企業が貨幣との交換を目的に消費者に提供
するサービスの有する価値が複数の要素から成り立つことを示す表現である。
　伊丹敬之によれば，企業から見て消費者の欲求は「二一ズの束」として把握
され，二一ズの束とは，「自社製品を購入してもらうために顧客を満足させる
要因」という意味である。次を参照のこと。
伊丹敬之，1984，『新・経営戦略の論理』，日本経済新聞社，87－88頁。
　嶋口充輝・石井淳蔵も，企業の提供する価値が「ベネフィット（利便）の束」
であると論じている。次を参照のこと。
嶋口充輝・石井淳蔵，1989，『現代マーケティング』，有斐閣，5頁。
　リストラクチャリング実行の決意が不退転であることを示す象徴的行動を小
倉昌男は，あえて行なった。宅急便が赤字にも拘らず，商業貨物の取り扱いを
大巾にカットし（1978年に松下電器と契約解除），デパート配送も大巾に縮小
（三越との取引停止）させた。これは社内に危機意識を充満させる効果もあっ
た（〔8〕31頁，〔19〕101頁，〔20〕）。
　宅急便がビジネスとして成功するかどうかのポイントは，「密度を濃くする
（〔9〕25頁，〔20〕）」こと，即ち車輌一台当りの取扱荷物数を増大させ，コス
トを引き下げることができるか否かであった。
　濃密度でしかも全国翌日配達という宅急便ビジネスが可能となる為には全国
規模のネットワークシステムの形成と大量の社員とが必要であった。
　ヤマト運輸では，ドライバーの集配時のマナーの向上，集荷時間の厳守等の
人的接客サービスを高水準に維持する為に大量の正社員を採用している。その
結果人件費負担が増加し90年3月期決算で経常減益に陥った。それにも拘らず
同社は，サービス水準を維持する為に今後も大量採用する方針を打ち出してい
る。〔18〕を参照のこと。
　他の民間宅配便に対して宅急便のサービス水準の差別的優位性を典型的に示
すのは，1989年2月にセブンイレブン・ジャパンが，従来の日通からヤマト運
輸へ取次契約を変更した出来事（〔19〕105頁）であった。
　サービス水準の維持の為に午後5時一9時までの「通学社員」「4時間社員」
の制度を1985年度に導入した。この点に関しては〔11〕を参照のこと。
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